◎建設工事の提出書類
以下の該当する書類を番号順に綴じてください。
1  一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（様式１-１・１－２）
· 申請者欄の印は代表者印（実印）を押印してください。

· 様式１－１については中央公契連統一様式の準用が可能です。
　　②  営業所一覧表（様式２）
· 営業所等に委任する場合は、その営業所にマーカー等でラインを引いてください。
　　③  工事経歴書（様式３）
· 入札参加資格審査申請時から過去２年度分の工事を全て記入してください。
· 使用する様式は経営事項審査申請の様式又は任意の様式でも結構です。
　　④  最新の経営事項審査結果通知書の写し
　　⑤  建設業許可証明書の写し

· 営業所等に委任する場合や一部のみの登録を希望する場合は、実際に申請する許可業種にマーカー等でラインを引いてください。
6 建設業許可証明書の別表（営業所一覧表）の写し
· 営業所等に委任する場合に必要。
· 委任する営業所等が受けている許可業種がわかるものを提出してください。
　　⑦  技術者経歴書
※ 経審総合評定値通知書の基礎となった技術職員名簿【２０００５帳票】の写しを提出してください。

※ 奈良県知事許可業者については、奈良県建設業・契約管理課の受付印があるものに限ります。
　　⑧  委任状（様式４）
· 営業所等に委任する場合に必要

· 委任した場合の入札参加業種は、受任者が有している建設業許可業種のみです。
　　⑨　使用印鑑届（様式５）
　　⑩  印鑑証明書（原寸コピー可）
　　⑪  法人業者の場合は登記事項証明書（履歴事項全部証明書）の写し・個人業者の場合は、代表者が成年被後見人等の登記や破産宣告等を受けていない証明書の写し（本籍地の市町村での発行）
　　⑫　社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の加入がわかるもの

· ④の経営事項審査結果通知書において、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入（または適用の除外）が確認できる場合は提出不要です。
· ④の経営事項審査結果通知書の社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の項目が「無（未加入）」であり、経営事項審査基準日以降に加入の届出を行った場合には、次の書類を提出してください。
	内容
	経営事項審査基準日において、健康保険・厚生年金保険に加入していない場合
	経営事項審査基準日において、雇用保険に加入していない場合

	提出書類
	以下のいずれかの書類

・入札参加資格審査申請時の直近１か月分の保険料の領収証書の写し

・標準報酬決定通知書の写し

・被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書の写し

・健康保険・厚生年金保険新規適用届（年金事務所の受領印のあるもの）の事業主控えの写し


	以下のいずれかの書類

・入札参加資格審査申請時の直前の労働保険概算・確定保険料申告書の写し

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し

・雇用保険適用事業所設置届（公共職業安定所の受領印のあるもの）の事業主控えの写し




· ④の経営事項審査結果通知書の社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の項目が「無（未加入）」であり、審査基準日以降に適用除外となった場合にのみ、適用除外となったことを証明する書類を添付して提出してください。

　　⑬　建設業退職金共済事業加入・履行証明書（コピー可）
· ④の経営事項審査結果通知書において、建設業退職金共済の加入が確認できる場合は提出不要です。経営事項審査基準日以降に加入の届出を行った場合にのみ提出してください。
　　⑭  最新の納税証明書の写し（納期限をすぎて滞納となったもののないことの証明）

	個人町内業者は、町税(※１)、県税(※２)、所得税、消費税及び地方消費税(※３)

法人町内業者は、町税(※１)、県税(※２)、法人税、消費税及び地方消費税(※４)

個人町外業者は、都道府県税(※２)、所得税、消費税及び地方消費税(※３)

法人町外業者は、都道府県税(※２)、法人税、消費税及び地方消費税(※４)


· １　斑鳩町役場税務課で交付します。(完納証明書)ただし、納期限間近に納入された場合　　の完納証明書については、直ちに発行できない場合がありますので、ご注意ください。
· ２　都道府県税事務所で交付します。(都道府県税全税目に滞納「納期限をすぎて滞納と　　なったもの」のないことを証明)

（注）営業所等に委任する場合は、委任先所在地の都道府県税が対象となります
· ３　税務署で交付します。（納税証明書「その３の２」個人用証明）

· ４　税務署で交付します。（納税証明書「その３の３」法人用証明）
⑮　暴力団排除に関する誓約書（様式６）

●注意事項

＊公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律における適正化指針により、加入義務のある「健康保険」「厚生年金保険」及び「雇用保険」の全てに加入していることを入札参加資格審査要件としています。
　経営事項審査結果通知書において社会保険への加入の確認ができない場合は、⑫の書類を必ず添付ください。
＊ 営業所等に委任される場合、②営業所一覧表（様式２）、⑥建設業許可証明書の別表（営業所一覧表）の写しが必要となりますので、ご注意ください。

＊ 各種書類の添付もれが多く見受けられます。特に⑭のうち都道府県税の納税証明書、⑮暴力団排除に関する誓約書にご注意ください。

＊「⑩、⑪、⑭」の証明書については、入札参加資格審査申請日から３ヶ月以内に交付を受けたものを提出してください。
＊ 提出後の訂正は認めませんので、十分ご確認のうえ、提出してください。

